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In an aging society with fewer children, the demand for care
services for the elderly continues to increase in Japan. The labor supply
for such services should be provided to satisfy this demand. However,
there is concern about the shortage of labor supply for elderly care
services due to reasons such as the low wage level. On the other hand,
the expenditure of public elderly care insurance in Japan continues
to increase due to the aging society. Therefore, it is considered that
the revenue brought about by the premium and taxation needs to be
pulled up. This paper examines how subsidies for elderly care services
a®ect the labor supply, the cost and the wages of elderly care services,
with the following ¯ndings. Subsidies for elderly care services raise the
demand for these services. Therefore, both the labor supply and the
wage rate of elderly care services rise. From now on, the reform of
public elderly care insurance may reduce the subsidy for elderly care
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demand for elderly care services, and that wage rates and labor supply
of elderly care service decrease.
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（出所：厚生労働省「介護人材の確保について（第 4 回 社会保障審議会福祉部会 福祉人材確保専門




































































1¡ ° + (1¡ ®)
e1¡°t ¡ 1
1¡ ° ; 0 < ® < 1; 0 < °: (1)
　なお、ct; et はそれぞれ t期における消費財と介護サービスを示す。家計の
1時点における予算制約式は次のように示される。3)
Kt+1 = wt + (rt + 1¡ ±)Kt ¡ ct ¡ (1¡ ¿)ztet ¡ Tt: (2)
　 Kt は資本ストックであり、その保有によって rt の利子率の分だけ資本所
得が得られる。今期（t期）の資本ストックが来期（t+1期）に持ち越される
際、減価償却率 ± の率だけ減耗する。wt は賃金所得である。また、消費財の
価格は 1に基準化し、介護サービスの価格は zt とする。介護サービスの補助
率を ¿ とすると、介護サービス 1単位当たりの利用料金は (1¡ ¿)zt となる。
3) 本稿では介護を受ける本人が介護サービスを購入する。介護の形態には様々ある。例えば、子ど
もや配偶者から家族介護という形で受ける介護や子どもが外部の介護サービスを購入して親の介


























= ®c¡°t + ¸t = 0; (4)
@L
@ct+1
= ®c¡°t+1 + ¸t+1 = 0; (5)
@L
@et
= (1¡ ®)e¡°t + (1¡ ¿)zt¸t = 0; (6)
@L
@Kt+1


























t ; 0 < "; 0 < µ < 1: (11)
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Y ct = ½L
c
t ; 0 < ½: (12)
Y ct は介護サービスの生産量、Lct は介護サービス部門における労働投入量で
ある。
ここで、消費財部門の賃金率を wt、介護サービス部門の賃金率を wct とす
る。また、すべての個人は消費財部門で働くためには訓練費用 ¾wt がかかる
一方で、介護部門で働くために訓練費用はかからないと仮定する。
この訓練費用の係数 ¾ は個人間で異なっており、[0; ¾]で一様分布している
と仮定する。この時、消費財部門と介護サービス部門のどちらで働いても無差
別の受け取り賃金がもらえる者の持つ ¾ を ¾¤ とすると、次の式が成立する。




= 1¡ ¾¤ (13)
両部門間の賃金格差が両部門における働く人数を決めている。¾ · ¾¤ を持つ





































t ¡ wctLct : (17)
従って、介護サービス部門の賃金率は次のように示される。






¿ztet = Tt: (19)
3. 均衡解






























4) 総務省統計局「家計調査年報（家計収支編）平成 28 年（2016 年）家計の概要」参照。なお、
データは総世帯のものである。
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て、231; 526 : 10; 899 = ® : 1 ¡ ®より ® = 0:955を得る。¯ については de
la Croix and Doepke（2003）で説明が行われており、1四半期の割引因子の































そしてもう 1つは ¾¤ である。¾¤ は医療保健分野以外の産業で働いている割








¿t = Á¿t¡1 + f: (21)
　 f はショックパラメータであり、本稿では 1期目に f = 0:1と設定し、1期
目において介護を利用する時の価格が 10%低くなる政策を考えている。2期目
以降は f = 0と考えている。Áは 0 · Á · 1の範囲で与えられるパラメータ
であり、政策の持続性を示す。仮に Á = 0であれば 2期目以降には全く政策
が行われてないことを示す。一方で Á = 1であれば、政策は永続的に行われ
ることとなる。本稿では Á = 0:9とする。
では、介護補助の政策が介護従事者数をどう変化させるかを図 3を使って
説明したい。
介護サービスに対する補助政策が行われた時点では 0.8%の分だけ ¾¤ が減
6) 出所：総務省統計局「労働力調査 （基本集計）平成 28 年（2016 年）平均（速報）結果の要
約」参照。なお、2016 年平均の就業者数は 6440 万人、医療、福祉分野で働いている者は 808
万人である。
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var c e k w r s z x q;
varexo f;
varは内生変数である。ここで便宜上、論文内で示した文字とプログラム内
の文字を変えている。ここでは、論文内の ¾¤; wc; ¿ をプログラム内ではそれ




















































































There are 1 eigenvalue(s) larger than 1 in modulus for 1 forward-looking variable(s)












ここで政策のショックとして、f を 1期目のみ 0.1引き上げる政策を考えて
いる。なお、2期目以降は f はゼロであるが、政策変数の関数は (21)で与え
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